
(単位:％）

県税 県債

<71.1> <7.7>

71.1 11.6

<103.2> <7.7>

99.1 11.2

<91.4> <6.9>

118.7 92.9 58.4 10.2

<99.7> <6.9>

103.7 94.8 60.3 9.6

《96.7》 <77.7> <5.3>

101.1 71.2 176.1 42.5 16.8

<75.4> <4.0>

98.5 89.5 104.4 38.6 17.8

<93.4> <3.7>

101.0 101.9 89.4 38.9 15.8

<95.2> <3.6>

99.4 100.2 104.8 39.2 16.6

<100.7> <3.7>

98.8 103.6 100.2 41.1 16.8

［102.7］ <116.8> <4.0>

106.0 119.1 82.9 46.2 13.2

［102.2］ <124.1> <4.8>

105.1 101.1 105.6 44.4 13.2

［100.5］ <93.3> <4.4>

101.7 113.1 65.6 49.4 8.5

注1

2

3

4

平27

平26

　平成26年度以降の[　]は、地方消費税関連支出（地方消費税市町村交付金、地方
消費税都道府県清算金及び地方消費税徴収取扱費）を除いた場合の計数。

平21

平22

平28

101.4

平20

　平成21年度の《　》は県税過誤納還付金及び還付加算金の増加分を除いた場合の
計数。

 「県債」の欄の<　>は、臨時財政対策債、減税補 債、退職手当債、調整債、除却債
及び減収補 債(特例分)除きの計数。

100.4

　平成23年度は6月補正後の計数。

平23

平24

平25

第３　参考資料

当初予算(一般会計）年度別伸率の状況

年度 規模 県税 県債
構成比

平19

96.6

平18 103.0 49.9

49.0

105.0

平17 105.9

－13－



歳入予算の一般財源・特定財源内訳(一般会計)

（単位:千円）

予算総額

2兆5,249億
5,800万円

その他 48,201,003 (1.9%)

使用料及び手数料 35,969,334 (1.4%)

分担金及び負担金 9,433,407 (0.4%)

財産収入 2,780,912 (0.1%)

寄附金 17,350 (0.0%)

その他 207,411,002 (8.2%)

地方譲与税 111,511,001 (4.4%)

地方交付税 70,000,000 (2.8%)

財政調整基金取崩し 20,500,000 (0.8%)

地方特例交付金　 3,300,000 (0.1%)

交通安全対策特別交付金 2,100,000 (0.1%)

繰越金 1 (0.0%)

繰入金
財政調整基金
取崩し除く

112,877,469
(4.5%)

一般財源
1,714,706,002

(67.9%)

特定財源
810,251,998

(32.1%)

県税
1,248,000,000

(49.4%)

地方消費税清算金
259,295,000

(10.3%)

県債
215,577,666

(8.5%)

諸収入
221,364,909

(8.8%)

国庫支出金
212,230,951

(8.4%)

－14－



歳入予算の自主財源・依存財源別内訳（一般会計）

予算総額
2兆5,249億

5,800万円

その他 186,911,001 (7.4%)
地方譲与税 111,511,001 (4.4%)
地方交付税 70,000,000 (2.8%)
地方特例交付金 3,300,000 (0.1%)
交通安全対策特別交付金 2,100,000 (0.1%)

（単位:千円）

自主財源
1,910,238,382

(75.7%)

依存財源
614,719,618

(24.3%)

県税
1,248,000,000

(49.4%)

その他 181,578,473 (7.2%)
繰入金 133,377,469 (5.3%)
使用料及び手数料 35,969,334 (1.4%)
分担金及び負担金 9,433,407 (0.4%)
財産収入 2,780,912 (0.1%)
寄附金 17,350 (0.0%)
繰越金 1 (0.0%)

地方消費税清算金
259,295,000

(10.3%)

国庫支出金
212,230,951

(8.4%)

県債
215,577,666

(8.5%)

諸収入
221,364,909

(8.8%)

－15－



扶助費

258,201,649 

(10.2%)

公債費

375,744,246 

(14.9%)

貸付金

183,134,849 

(7.3%)

その他

613,990,951 

(24.3%)

性質別歳出の状況（一般会計）

（単位:千円）

予算総額
2兆5,249億
5,800万円

義務的経費
1,329,075,498

(52.6%)

その他経費
936,304,915
(37.1%)

投資的経費
259,577,587
(10.3%)

公共事業
155,109,275

(6.2%)

単独事業
103,489,993

(4.1%)

災害復旧事業
978,319
(0.0%)

単独補助金
98,431,818
(3.9%)

繰出金
40,747,297
(1.6%)

人件費
695,129,603

(27.5%)

－16－



教育費

572,319,892

(22.7%)

健康福祉費

403,992,007

(16.0%)

公債費

375,744,246

(14.9%)

産業労働費

210,297,319

(8.3%)

建設費

184,918,910

(7.3%)

警察費

166,183,803

(6.6%)

総務費

75,258,760

(3.0%)

農林水産費

70,484,429

(2.8%)

その他

465,758,634 

(18.4%)

目的別歳出の状況（一般会計）

（単位:千円）（単位:千円）

予算総額
2兆5,249億

5,800万円

その他 465,758,634 (18.4%)
議会費 3,304,998 (0.1%)
振興費 11,068,357 (0.4%)
県民生活費 14,292,670 (0.6%)
環境費 7,054,219 (0.3%)
災害復旧費 978,319 (0.0%)
諸支出金 428,760,071 (17.0%)
予備費 300,000 (0.0%)

－17－



教育費

22.7%

健康福祉費

16.0%

公債費

14.9%

産業労働費

8.3%

建設費

7.3%

警察費

6.6%

総務費

3.0%

農林水産費

2.8%

その他

18.4%

目的別歳出の状況（一般会計）

県民一人当たりの歳出額

予算総額
2兆5,249億

5,800万円

平成27年1月1日住民基本台帳人口　 7,489,946 人

(76,412円)

(53,938円)

(50,166円)(28,077円)

(24,689円)

(22,188円)

(10,048円)

(9,410円)

(337,113円)

その他 18.4% (62,185円)
議会費 0.1% (441円)
振興費 0.4% (1,478円)
県民生活費 0.6% (1,908円)
環境費 0.3% (942円)
災害復旧費 0.0% (131円)
諸支出金 17.0% (57,245円)
予備費 0.0% (40円)

(62,185円)

－18－



11,668

17,615

8,610

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

（億円）

（年度）

平2

歳出規模と県税収入の推移

○ 平成２８年度の県税収入は、平成２７年度最終予算見込額と同程度の規模にとどまる。
○ 扶助費などの義務的経費の増加は続く。

9,452
10,122

11,110

10,877

10,118
10,684

11,023
10,087 10,197

10,427
10,947

12,308

14,135
13,339

9,608
9,158 9,255

8,938

9,989

11,185

12,466 12,480

21,040 21,135
21,846

23,978

22,727
23,073 23,373 22,557

22,342 22,580 21,984

23,091 23,155
23,928

24,321

22,646 22,563 22,418
22,813

23,812

25,598 25,250

10,092
10,462

10,797

10,975
11,015

11,378 11,660 11,613 11,344 11,587 11,563
12,321

12,131

12,464
11,914

12,402 12,658 12,637 12,732
12,865

13,096 13,290

7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

義務

（注）1 平成26年度までは決算額。平成27年度は最終予算見込額。平成28年度は当初予算見込額。
2 歳出及び義務的経費は借換債除きの規模。(義務的経費は最終予算額)

歳出規模

県税収入

義務的経費
（人件費、扶助費、公債費）

（年度）

－
1
9
－



（注） 1　平成26年度までは決算額。平成27年度は最終予算見込ベース、平成28年度は当初予算見込ベース。

2　財源対策債等償還基金（6年度に減債基金に引継ぎ）を含んでいる。

3　　　部分は、翌年度の満期一括償還ルール積立の前倒し積立額

1,231

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500
（億円）

（年度）

6,416

3,939

108 105 138 505

1,288 1,295 1,298 1,300
1,061 883 883 883

4
37

197
319

474
588 675 750 820

1,416

1,805
2,128

2,641
3,193

3,721
4,418

5,023
5,533

5,992

407

259

350

7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

（億円）

（年度）

１ 減債基金
基金残高の推移

3,443

1,662

2,180平20前倒分

平19前倒分

平21前倒分
3,423

4,493

5,301

一定の年限後（満期）に全額償還する方式の県債について、その償還に備えて、総務省が示す
積立ルールに基づき毎年度発行額の３０分の１を減債基金に積み立てるもの

県債の償還に備えて、任意に積み立てるもの 4,782

○ 満期一括償還分については、将来の償還に備え、毎年度の所要額を確実に積み立てている。
○ 県が任意に積み立てる「その他」分は、平成２７年度に予定していた取崩し８８０億円を２月補正で取り止めることができた
ものの、平成２８年度の収支不足対策として、当初予算において全額を取り崩して再活用。

5,906

平2

5,996満期一括償還分

その他

（年度）

134

1,121

－
2
0
－



1,440

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

（億円）

（年度）

215
173

140
111

30 30

111 112 112

313

620

405

747

187
136

275

816
759

555

7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

（億円）

（年度）

２ その他の取崩し型基金

財政調整基金 137
大規模事業推進基金 437
福祉推進整備基金 100
道路、河川等整備基金等 766

111 111 111 111113

3030 32

財政調整基金 440
社会資本整備等推進基金 39
福祉推進整備基金 76

（注）１ 平成26年度までは決算額。平成27年度は最終予算見込ベース、平成28年度は当初予算見込ベース。
２ 本表の「取崩し型基金」は、財源調整に用いうる基金としており、平成12年度以降、財政調整基金、社会資本整備等推進基金
及び福祉推進整備基金の合計としている。

３ 白抜きは、繰入運用を示す。（平成10～14年度 81億円）

○ 財政調整基金は、平成２７年度に予定していた取崩し３７５億円のうち、２月補正で３１８億円の取止めができたもの
の、平成２８年度当初予算で２０５億円を取崩し。
〇 本県の財政は、年度中の税収増や歳出の削減等により基金残高をできる限り回復し、翌年度に再活用するという対応を
繰り返しており、引き続き厳しい財政状況が続いている。

平2

－
2
1
－



10,259

1,231

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

2

18,972
20,870

22,905
25,263 26,918 28,132

29,193

30,677 31,379 31,858 31,606 31,374 31,089 30,757 30,232 29,372 28,451 27,735 26,877 26,335 26,007 25,144

315 1,605

3,982
3,910

4,069
3,966

3,851 3,739 4,134
3,957

522

762

2,483

1,424

1,499
1,607

1,945

1,116

3,890
5,010 5,826 6,693 7,138

7,888

9,333
13,011 15,802 18,730 21,422 23,106 23,420 23,935

108 105 138 37 197 319 474 588 675 750 820
1,662 2,180

3,443 3,423 3,939 4,493 4,782 5,301
5,906

6,416 5,996

7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

(注) 平成26年度までは決算額。平成27年度は最終予算見込ベース、平成28年度は当初予算見込ベース。

白抜きは、臨時財政対策債、減税補 債、臨時税収補 債、退職手当債、調整債、第三セクター等改革推進債、除却債の計としている。

県債残高の（ ）は、減債基金の積立残高を控除した額。

○ 特例的な県債の残高は、臨時財政対策債の大幅な減少により増加幅が抑制されたものの、平成２８年度末は全体の

５２．６％を占める見込み。

○ 一方で、通常の県債の残高は着実に減少させてきており、全体でも平成２８年度末の県債残高は減少する見通し。

県債残高の推移

(19,386)
19,494

(21,527)
21,632

(23,883)
24,021

(26,650)
26,687

(28,220)
28,417

(29,420)

29,739

(30,664)

31,138

(32,572)

33,160

(34,594)
35,269

(36,118)
36,868

(36,612)

37,432

(36,405)

38,067

(36,362)

38,542

(36,807)

40,250

（億円）

（年度）平

臨時財政対策債等
減収補 債（特例分）
通常の県債
減債基金の積立残高

特例的な県債

○県民一人当たりの県債残高

27年度末見込 ７１５，１０２円

28年度末見込 ７０８，０９２円

（県民7,489,946人・・・27年1月1日現在の住民基本台帳人口による） (42,354)

(43,829)

(46,849)
52,150

46,293

48,322

(45,649)
50,431

(47,274)
53,180 53,036

(47,040)
(47,145)

53,561

(9,028)

10,259

(40,124)

43,547

52.6%

－
2
2
－



＊ 減収補 債…普通交付税で算定された基準財政収入額が過大で実態の税収がそれを下回る場合に発行が認められる

　　　地方債。その元利償還額の75％が交付税算定上の基準財政需要額に算入される。平成19年度から、当分の間、建設事

　　　（臨時財政対策債発行可能額振替前の基準財政需要額と基準財政収入額の差額）及び財政力を考慮して算出する財源

　　　不足額基礎方式により算定されるものであり、財政力が高い団体ほど臨時財政対策債の配分割合が大きくなる仕組みとさ

　　　れている。

＊ 退職手当債…大量定年退職等に伴う退職手当の大幅な増加に対応するため、定数削減効果等が償還財源として確保さ

　　　れる場合に、発行が許可される特例地方債。

＊ 調整債…法人事業税の国税化に伴う減収額を補 するために認められた特例地方債。

＊ 除却債（公共施設等の除却に係る地方債）…公共施設等総合管理計画に基づいて行われる公共施設等の除却について

　　　認められた特例地方債。

＊　借換債除きで整理している。

県債発行の状況（当初予算ベース）

＜特例的な県債＞

　　　業等に充当しなくてよい特例債制度が設けられた。

＊ 臨時財政対策債…平成13年度の地方財政対策において設けられた特例地方債。地方交付税の振替措置であり、後年度

　　　にその元利償還額の100％が交付税算定上の基準財政需要額に算入される。発行可能額は、各地方団体の財源不足額

1,554 1,550

1,204

908 849 808 814 
951 

1,180 1,101

122

90

25
38 40

63

107 155

180 65

100

560
560

1,370

3,000

2,700
2,900 2,900

2,100

2,000

900

1,034 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

３，７４６ ３，７５４

２，１５６

２，２９４

３，１１４

２，１７５

３，９９８

３，８３０

３，５７４

○ 地方交付税の振替措置である臨時財政対策債は、平成２１年度以降大幅に増加。
平成２８年度は、県税収入の増加に加え、臨時財政対策債の本県への配分割合の
改善が見込まれることから、発行額が半減する見込み。

（6月補正後）

（注）各年度は当初予算額。ただし、平成23年度は６月補正後予算額。
その他の特例的な県債は、調整債、除却債の計としている。

減収補 債（特例分）

臨時財政対策債

退職手当債
その他の特例的な県債

通常の県債

３，２８７

（億円）

－23－



※　( 　　)は、前年度の2月補正において前倒すこととした満期一括償還ルール積立を、それぞれ当年度の公債費

　　　に加えた額。

　　　公債費の状況（当初予算ベース）

1,674 1,587 1,605 1,626 1,675 1,703 1,623 1,651 1,637 1,695

637
639 696

763
772 778

787 759 718 633

45 28
38

34
27 28

26 22 19 17

186 393
402

883

1,044 1,050 1,256 1,269 1,370 1,412

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

市場公募債等満期一括償還ルール積立

公債諸費

利子（一時借入金を含む）

元金

２，５４２

（億円）

２，６４７

(２，９４９)

前倒し
(259)

(２，９０６)

２，７４１

(350)

(３，０９１)

３，３０６

○ 近年の特例的な県債の増発に伴う県債残高の増加に対応して、公債費は
高止まりしており、今後の動向に十分留意していく。

３，５１８ ３，５５９
３，６９２ ３，７０１ ３，７４４ ３，７５７

(407)
前倒し

前倒し
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都道府県別財政指標（平成26年度普通会計決算ベース）

H22国調人口 地方債残高

人 千円 円 順位 ％ 順位 ％ 順位 順位

1 北海道 5,506,419 5,819,827,192 1,056,917 37 317.4 46 20.8 47 0.39798 28
2 青森県 1,373,339 1,279,106,524 931,384 32 153.2 9 15.5 36 0.31666 36
3 岩手県 1,330,147 1,472,968,794 1,107,373 41 236.3 38 20.4 46 0.31846 35
4 宮城県 2,348,165 1,621,249,165 690,432 11 187.2 20 14.1 23 0.55892 15
5 秋田県 1,085,997 1,290,694,398 1,188,488 46 241.2 40 14.6 28 0.28017 44
6 山形県 1,168,924 1,179,008,732 1,008,627 35 230.2 37 13.6 21 0.32444 34
7 福島県 2,029,064 1,414,414,712 697,077 12 140.0 7 12.7 13 0.46882 20
8 茨城県 2,969,770 2,162,733,904 728,250 16 237.1 39 13.3 18 0.61857 8
9 栃木県 2,007,683 1,109,025,118 552,391 6 106.2 3 11.6 4 0.59446 11
10 群馬県 2,008,068 1,189,017,426 592,120 7 162.8 12 12.2 9 0.57485 12
11 埼玉県 7,194,556 3,796,254,688 527,657 5 203.5 29 12.3 11 0.75502 5
12 千葉県 6,216,289 3,044,061,498 489,691 4 164.6 13 11.2 2 0.76447 4
13 東京都 13,159,388 5,185,796,762 394,076 1 49.7 1 0.7 1 不交付(0.92532) -
14 神奈川県 9,048,331 3,753,772,282 414,858 2 142.9 8 11.9 5 0.91658 3
15 新潟県 2,374,450 2,447,454,415 1,030,746 36 288.6 45 16.8 43 0.41310 25
16 富山県 1,093,247 1,239,117,246 1,133,428 43 264.3 44 16.1 40 0.43744 24
17 石川県 1,169,788 1,262,644,006 1,079,378 39 217.2 34 14.9 31 0.44606 22
18 福井県 806,314 862,691,713 1,069,920 38 171.1 16 15.3 34 0.36929 31
19 山梨県 863,075 985,389,513 1,141,719 45 213.2 32 16.2 41 0.37247 30
20 長野県 2,152,449 1,592,162,657 739,698 20 179.6 18 13.5 20 0.45392 21
21 岐阜県 2,080,773 1,496,457,495 719,183 14 195.0 26 15.3 34 0.50989 18
22 静岡県 3,765,007 2,725,834,411 723,992 15 229.8 36 14.5 26 0.69084 7
23 愛知県 7,410,719 4,902,265,617 661,510 9 212.7 31 15.1 32 0.92083 2
24 三重県 1,854,724 1,366,015,911 736,506 19 189.3 23 14.7 30 0.56076 14
25 滋賀県 1,410,777 1,059,453,230 750,971 21 198.7 27 14.5 26 0.52855 17
26 京都府 2,636,092 1,919,825,061 728,285 17 254.3 43 15.7 38 0.55279 16
27 大阪府 8,865,245 5,596,599,315 631,297 8 208.4 30 19.0 45 0.73756 6
28 兵庫県 5,588,133 4,394,650,762 786,426 23 333.0 47 15.8 39 0.60401 9
29 奈良県 1,400,728 1,104,298,940 788,375 24 171.0 15 12.0 6 0.40097 27
30 和歌山県 1,002,198 992,335,629 990,159 34 188.3 22 11.3 3 0.30657 38
31 鳥取県 588,667 660,870,279 1,122,656 42 107.2 4 12.7 13 0.24297 45
32 島根県 717,397 978,607,642 1,364,109 47 177.3 17 12.6 12 0.22864 47
33 岡山県 1,945,276 1,383,985,119 711,460 13 203.0 28 12.8 15 0.48433 19
34 広島県 2,860,750 2,153,988,232 752,945 22 241.8 41 14.6 28 0.56622 13
35 山口県 1,451,338 1,291,319,418 889,744 30 216.3 33 15.1 32 0.40867 26
36 徳島県 785,491 895,817,435 1,140,455 44 187.6 21 18.9 44 0.29953 42
37 香川県 995,842 860,074,130 863,665 28 191.7 24 13.4 19 0.44256 23
38 愛媛県 1,431,493 1,043,043,486 728,640 18 158.0 10 13.2 17 0.39632 29
39 高知県 764,456 837,858,570 1,096,019 40 158.0 10 12.0 6 0.23299 46
40 福岡県 5,071,968 3,382,698,878 666,940 10 247.7 42 14.2 24 0.59582 10
41 佐賀県 849,788 721,169,869 848,647 26 108.2 5 12.1 8 0.31223 37
42 長崎県 1,426,779 1,228,350,561 860,926 27 179.8 19 14.0 22 0.30082 41
43 熊本県 1,817,426 1,462,248,381 804,571 25 194.2 25 13.0 16 0.36900 32
44 大分県 1,196,529 1,048,713,464 876,463 29 165.7 14 14.4 25 0.34272 33
45 宮崎県 1,135,233 1,026,328,205 904,068 31 132.1 6 16.7 42 0.30427 40
46 鹿児島県 1,706,242 1,672,861,110 980,436 33 226.4 35 15.6 37 0.30598 39
47 沖縄県 1,392,818 671,826,812 482,351 3 57.2 2 12.2 9 0.29618 43
（単純平均） 2,724,625 1,906,061,462 833,724 - 192.3 - 14.1 - 0.47338 -

＊

＊

＊
＊ 　順位については、良い方（小さい）から1番としてある。

都道府県名 一人当たり残高 将来負担比率

　財政力指数が1を超える場合（基準財政収入額が基準財政需要額を上回る場合）には、当該団体は地方交付税の不交付団体となる。
なお、東京都は特別区と合算して地方交付税が算定されるため、不交付団体となる。(上記数値は直近３箇年の平均値である。)

　将来負担比率は一般会計等の地方債や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する
可能性の度合いを示すもの。

　実質公債費比率は地方債の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示すもの。

実質公債費比率 財政力指数
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引上げ分の地方消費税収（56,878百万円）
（社会保障財源化分の市町村交付金を除く。）

扶助費などの社会保障施策に要する経費

 （主な充当事業） （単位：百万円）

特定財源 一般財源

22,212 3,136 19,076

10,792 10,792

1,118 1,118

4,055 4,055

6,247 3,136 3,111

138,703 9,641 129,062

6,986 4,664 2,322

66,107 66,107

2,496 2,496

19,236 19,236

33,548 33,548

204 204

9,274 4,552 4,722

852 425 427

160,915 12,777 148,138

（平成２８年度当初予算ベース）

○　引上げ分の地方消費税収は、扶助費などの社会保障施策に要する
　経費に充てられている。

介護給付費負担金

事項及び事業名 当初予算額

　子ども・子育て支援

施設型教育・保育給付費

地域型保育給付費負担金

地域子ども・子育て支援事業費補助金

児童福祉措置費支弁金

　医療・介護

地域医療介護総合確保基金積立金

合    計

地域支援事業交付金

国民健康保険基盤安定制度負担金

国民健康保険財政調整交付金

低所得者保険料軽減負担金

指定難病等医療給付費

小児慢性特定疾病医療給付費
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